
第１章 OLSの基礎

本シリーズのねらい

所得が増加すれば消費も増加する、あるいは金

利が低下すれば企業の設備投資が増加するという

ような会話を我々は日常的に行っている。

これは所得は消費の関数であるという経済モデ

ルを表したり、金利は設備投資に影響するという

変数間の関係を表現しているものということがで

きよう。

実際我々は多くの経済理論を学び、現実の動き

を示す数限りないデータを日々見聞している。し

かしその理論はマネタリストとケィンジアンのよ

うにしばしば対立するし、データの動きはまちま

ちである。そのために人々は往々にして経済がど

ちらに動こうとするのかの判断に迷うことになる。

その中で経済理論とデータを統合し、整合的に

経済の動きを解明することが必要である。そうで

なければ、実際の家計や企業が合理的な行動の選

択を行うことは困難になり、思わぬ損失をこうむ

ることになるであろう。また政策当局は政策の選

択に誤りを起こすことになる。経済理論と実際の

データを突合して分析し、問題の解明に努めよう

というのが計量経済学である。このように計量経

済学は実践的な色彩を強く持つもであるが、日本

では必ずしも普及していない。それには、筆者達

の大学での教育や実務家と共同して実際の分析を

行う中で感じていることであるが、いくつかの壁

があったと考えられる。

�１ 計量経済学は応用統計ともいうべき分野で

ある。伝統的に文系・理系と分ける日本の教

育システムの中で、（数学を軽視すると思わ

れている文系の経済学部、大学院の経済学研

究科の学生や卒業生には）数学に対する抵抗

感があり、そのことが計量経済学に対する接

近そのものを阻んだ。

�２ 実際に実証を目指す計量経済学は、理論と

現実のデータと統計を用いる総合的な分野で

あり、より多くの学習（時間の投入）を必要

とする。

�３ 膨大な計算を必要とするが、それを容易に

するパソコン（ハードとソフト）が普及して

いなかった。

本シリーズでは、これらの壁に配慮しながら、

実証分析が行えるように計量経済学のエッセンス

について解説したい。具体的には数学分野でも特

に抵抗感が強いと思われる行列式の利用は極力避

ける。実際のデータを提供することで、計量経済

学が何を行おうとしているのかを体験できるよう

にする。計量ソフトの中でプログラミングが比較

的容易（メニュー形式で大半が行える）Eviews

を用い、計算方法を分かりやすく紹介する。

今日では計量ソフトの発達により、かなり高度

なレベルまでコマンド一つで分析しうる。実際に

計量を行おうとする者にとって（特にそれを政策
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や経営に利用しようとする実務家にとって）重要

なことは、ａ）ある推定を行おうとするときの前

提条件は何か、ｂ）得られた推定結果の解釈はど

のように行えばよいか、ということである。我々

は、推定の前提条件がどのようなものであるのか、

その前提条件は充たされているのか、結果はどの

ように見たらよいのかということに焦点を当てな

がら解説を試みたい。

１ サンプル、平均、分散、標準偏差

我々が消費についてある情報を得たとする。例

えば１００世帯のアンケート調査を行いＡ家計は１０

万円、Ｂ家計は１５万円、Ｃ家計は１８万円等々の消

費支出が報告されたとする。この様なアンケート

調査は、母集団（population）から選ばれたもの

である。例えば日本の家計の消費支出の実状を知

るためには全ての家計を調べれば正確であろうが、

実際上それは不可能である。何らかの基準によっ

て家計を選択し調査することになる。この選ばれ

たものがサンプル（sample）、標本である。

サンプルがｎ個、各々のサンプルの値がx１、x２、

…、xnであったとする。その平均（mean）は次

により求められる１）。

x＝
x１＋x２＋…＋xn

n
＝
Σi＝１

nxi
ｎ

１．１）

またサンプルを小さい値から並べたとき、真ん

中に来るサンプルの値を中央値（median）とい

う。サンプルの中で最も数多く出てくる値を最頻

値（mode）という。

しかし現実の問題を考えるとき、平均や中央値

だけで推し量ることはできない。たとえば８００万

円の家計と千万円の家計の平均は９００万円である

が、２００万円の家計と１，６００万円の家計の平均も

９００万円である。この両者を同じグループだと考

えることはできないであろう。そこでデータのば

らつき度合いを示す分散（variance）をみてみる

ことが有用となる（分散は通常VAR、Vあるいは

σ２で表記される）。

V（x）＝
（x１－x）２＋（x２－x）２＋…＋（xn－x）２

（n－１）

＝
Σ（xi－x）２

（n－１）
１．２）

この分散の平方根である標準偏差（standard

deviation, Std. Dev）を用いることもしばしば行

われる（標準偏差はσ、あるいはsで表記される

ことが多い）。

sx＝
√Σ（xi－x）２

√（n－１）
１．３）

またデータを図に表示してみると、平均の回り

でなだらかに分布するケースの他、右（左）に偏っ

ていたり上に尖っていたりすることがある。これ

を歪度（skewness）、尖度（kurtosis）という。

後述する標本の正規性との関係で有益な情報を与

える。

skewness＝
１
n
Σ［xi－xsx ］

３

１．４）

歪度は、データが対称分布であれば０となり、

右に偏っていれば正の値をとり、左に偏っていれ

ば負の値をとる。

kurtosis＝
１
n
Σ［xi－xsx ］

４

１．５）

尖度は、データが正規分布（normal distribu-

tion）であれば３となる。上方に偏っていれば３

を上回り、下方に偏っているならば３未満となる。

これらはデータの性質を示すものであり。記述

統計量（descriptive statistics）と言われる。

これを家計のデータをもとに、米国で開発され

た計量経済学の分析用ソフトであるEviewsで求

１） 本シリーズでは、表記の簡潔化のためΣi＝１
nxiのケースについて、誤解のない限りi＝１、nは以下省略する。
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めてみよう２）。

郵政研究所「家計の金融資産選択（１９９６年）」

より可処分所得、世帯人員、世帯主年齢、月間消

費支出、世帯主性別、金融資産、負債、持ち家の

有無の８変数を取り上げる。

データセットの読み込みと記述統計量の計算は

次のようである。

AドライブにSTAT.PRGというファイルに以下

のようなプログラムが書いてあるとしよう。

１ workfile a:ols u１２３

２ smpl １１２３

３ read a:￥read１.dat disposal number age

consump

４ read a:￥read２.dat sex money debt

myhome

５ group group１１disposal number age

consump

６ group１１.stats

７ stats sex money debt myhome

８ save a:￥olsout.txt

（蛇足だが１から８の数字は説明の便宜に加え

たものであり、実際は不要である。なおEviews

は大文字と小文字を区別しないので、説明は適宜

の文字を使用する。）

Eviewsを立ち上げ、メインメニューの中から

Fileを選び、次にOpen、Programを選択する。

そこでAドライブのSTAT.PRGを指定する。

１行目でAドライブのolsという作業領域を設け

る。Eviewsはデータの時系列、クロスセクショ

ンの別を指定することが必要である。クロスセク

ションデータであるのでUを指定する（年次デー

タであればA、四半期はQ、月次はM、週はWで

ある）。作業領域の最大が１２３であることを指定す

る（この作業領域は任意の大きさに設定できる）。

計算に用いるサンプルが１から１２３であること

を２行目で指定する。

３、４行目でAドライブのread１.datとread２.dat

の２つのデータ・ファイルを読み込んでいる。そ

の変数名がdisposal（家計の年間可処分所得）、

number（世帯人員）、age（世帯主の年齢）、con-

sump（家計の月間消費支出）とsex（世帯主の性

別、男＝１、女＝２）、money（家計の金融資産）、

debt（家計の負債）、myhome（持ち家の有無、

有り＝１）であることを指示している。disposal、

consump、money、debtの単位は万円である。

データは家計毎（by observation）に入ってい

るので、２つのデータセットは４つの列と１２３の

行がある（データを変数毎（by variable）に入

れることも可能である）。

５行目でdisposal、number、age、consumpを

まとめてgroup１１と名付けている。

６行目でgroup１１に属する４個の変数の記述統

計量を求めている（statsが記述統計量を求める

コマンドである）。

７行目 でsex、money、debt、myhomeの４つ

の変数について記述統計量を求めている（６行目

と７行目は同じ機能を果たす）。

８行目で結果をＡドライブのolsout.txtに保存

している（Eviewsは改行マークが実行文である。

１つの命令が長くなるときは改行せずにそのまま

命令文を書き続けると良い）。

Programが表示されている画面の中からRUN

を選び、実行してほしい（プログラムエラー等を

何回許容するかを指示する欄がある。これを例え

２） EviewsはQuantative Micro Software社により開発された（ホームページはhttp：／／www.eviews.comである）。Excelと同じメ
ニュードライブ形式で使いやすいソフトである。プログラミングを行う場合は、日本でよく使われているTSPと類似している。
その意味で多くの人には馴染みやすいであろう。メニュー形式であるが，計量経済学の論理を追うため、本シリーズではEviews
のプログラミングもできるだけ紹介する。
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ば１００にしておくと、途中間違いがあっても、正

しい部分はミスの回数が１００回までは計算する。

図１．１参照）

結果（print out）は表１．１に示す通りである

（group１１の例）。Eviewsは平均（Mean）、中央

値（Median）、最 大（Maximum）、最 小（Mini-

mum）、標準偏差（Std. Dev）、歪度（Skewness）、

尖度（Kurtosis）および正規性に関するJarque－

Beraの統計量（Jarque－Bera, Probability）と標

本数（Observations）を表示する３）。

disposal（可処分所得）の例を取ると単位は万

円であるから、サンプルの平均値は６７３万円であ

り、中央値は５４０万円であることが分かる。所得

や資産については平均と中央値、あるいは最頻値

でかなりの開きがあることが知られている（分布

は右に偏り、尖っている）。このケースも同様で

ある。最も所得の高い家計は３，４５０万円であるが

低い家計は４０万円である。散らばりの尺度である

標準偏差（５０４万円）はかなり大きいようである。

歪度は２．４と正であり右に偏っていることがうか

がわれる。尖度は１１．７と３を上回るので分布は上

方に尖っているようである。

Eviewsの特徴の一つはグラフィック機能が優

れていることである。歪度と尖度の値からdis-

posalは分布が歪んでいることがうかがわれる。

それをグラフで確かめてみよう。読者は先のプロ

グラムの結果を表示してほしい。メインツール

バーQuickを選択し、そこからSeries Statisticを

次に選び、ウィンドウの中にSERIESとしてdis-

posalを指示し、その後Histogram and Statsを選

択し実行してもらいたい。以下のような頻度

（Histgram）のグラフと記述統計量が表示され

るであろう（１変数のみの記述統計量を求める場

合はこの方法で求めることができる）。

図１．１ Eviewsの実行画面

３） Jarque―Beraの統計量は正規性の検定に関するものである。これについては後の章で後述する。なお本シリーズでは紙幅の制約
から、特に断ることなくoutputを編集することがある。
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Series : DISPOSAL�
Sample 1  123�
Observations 123

Mean 673.2276�
Median 540.0000�
Maximum 3450.000�
Minimum 40.00000�
Std.Dev. 503.7358�
Skewness 2.438671�
Kurtosis 11.72452�
�
Jarque―Bera 512.0171�
Probability 0.000000
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図１．２にみられるように明らかに右に裾が重く

上に突出した分布であることが確認できる（以下

選択の順序をQuick／Series Statistic／Histogram

and Statsのように表記する）。

また以下のコマンドで行うこともできる。

hist（p）disposal

なお（p）は結果を印刷せよというオプション

の指示である。

２ ２変数の関係

ｙはｘの関数であるというとき両者が何らかの

関連を持つことを想定している。２変数間の関係

については共分散（Covariance。Covと書くこと

がある）と相関係数（Correlation。r,Rと書くこ

とがある。）の概念が重要である。共分散は各々

の変数についてその平均との差を求め、それを乗

じて足したものである。

Cov（xi，yi）＝Σ（xi－x）（yi－y）／（n－１） １．６）

ここでxとyはそれぞれxとyの平均である。また

相関係数は次式で求められ、－１≦r≦１である。

rxy＝
Σ（xi－x）（yi－y）

√Σ（xi－x）２Σ（yi－y）２
１．７）

順相関であれば正、逆相関であれば負となり、

両者に全く関係がなければ０となる（無相関）。

図１．２ ヒストグラムの図

表１．１ 記述統計量

DISPOSAL NUMBER AGE CONSUMP

Mean ６７３．２２７６ ３．０６５０４１ ５０．０１６２６ ３０．３１７０７

Median ５４０．００００ ３．００００００ ４９．０００００ ３０．０００００

Maximum ３４５０．０００ ７．００００００ ７９．０００００ ６５．０００００

Minimum ４０．０００００ １．００００００ ２０．０００００ ４．００００００

Std. Dev. ５０３．７３５８ １．４６９５８１ １４．８７８７４ １２．４５０１１

Skewness ２．４３８６７１ ０．３８５２３０ ０．０７６７２７ ０．５６４４２６

Kurtosis １１．７２４５２ ２．５９８６０８ ２．０９１８８６ ３．０５１６５２

Jarque–Bera ５１２．０１７１ ３．８６７９６７ ４．３４７１１８ ６．５４４５０３

Probability ０．００００００ ０．１４４５７１ ０．１１３７７２ ０．０３７９２１

Observations １２３ １２３ １２３ １２３
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ところで１．７）式の分子は共分散の定義であるか

ら共分散が０であれば、両変数は無相関というこ

とになる４）。

Eviewsでconsumpとdisposalの相関係数を求め

てみよう。

Quick／Group Statistic／Correlationsを選択し

ダイアログにconsump disposalと書き実行する。

また以下のようにコマンドで行うこともできる。

cor（p）consump disposal

ここでも（p）は結果を印刷せよという指示で

ある。

結果は表１．２に相関係数行列（Correlation Ma-

trix）として示されている。相関係数が０．５５であ

るから両者は正の関係に立つことがわかる。

３ 単純回帰

３．１ パラメータの求め方と誤差項

（正規方程式）

ここまでの準備を踏まえて最小二乗法（Ordi-

nary Least Squares, OLS）を試みてみよう。y（た

とえば消費）はx（所得）の関数であるというと

き、経済学では

y＝f（x）のように表記する。しかしそれを、

yi＝a＋b１xiのようにa（定数項、intercept）と

ｘの係数（parameter）であるb１で説明できるの

は、yiとxiが完全に一直線の関係に立つ場合のみ

である。しかし通常はそのようなことはあり得な

いであろう。標本から得られる現実のデータを当

てはめたとき、yi＝a＋b１xiで描かれる直線からは

乖離が生じる。その乖離を誤差項（error term,

disturbance）という。これをeiで表記することに

すると、計量経済学でいうyとxの関係は１．８）式

で示される。

なお計量経済学では、yはxの関数である（xは

yに影響する）というとき、yを被説明変数ある

いは従属変数（dependent variable）、xを説明変

数（explanatory variable）または独立変数（inde-

pendent variable）という。説明変数が１個の場

合を単純回帰（Simple Regression）という。ま

た被説明変数と説明変数の関係が１次関数で表さ

れるとき、線形関数（Linear Regression）とい

う。それは次のように表される。

yi＝a＋b１xi＋ei i＝１、……、n １．８）

ei＝yi－a－b１xi １．８’）

OLSはこの誤差項の二乗和（残差平方和、Re-

sidual Sum of Squares, Error Sum of Squares,

RSS）を最小にしようとするものである。

１．８’）式を二乗した目的関数（objective func-

tion）を考える。

S（a, b１）＝e１２＋e２２＋…＋en２＝Σei２

＝Σ（yi－a－b１xi）２ １．９）

１．９）式を最小にする定数項と係数を求めてや

ればよい。

それをâ、 b^１と書くことにする。１．９）式を最

小にする（minimise）にはaとb１に関して偏微分

し０とすることが一階の必要条件（first order

necessary conditions）である。

∂S／∂â＝nâ–Σyi＋Σ^b１xi＝Σ（â－yi＋^b１xi）＝０

１．１０）

∂S／∂^b１＝Σâxi－Σxiyi＋Σ^b１xi２

＝Σxi（â－yi＋^b１xi）＝０ １．１１）

上記２式を書き換えると、次の正規方程式（nor-

mal equations）を得ることができる。

nâ＋Σ^b１xi＝Σyi １．１０’）

表１．２ 相関係数行列

CONSUMP DISPOSAL

CONSUMP １．００００００ ０．５５３７２４

DISPOSAL ０．５５３７２４ １．００００００

４） ２つの確率変数xとyについて統計的に独立であれば共分散は０となる。逆は必ずしも成立しない。
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Σâxi＋Σ^b１xi２＝Σxiyi １．１１’）

これから次の推定量（estimator）を得ること

ができる（このように計算プロセスから得られる

ものを推定量といい、計算プロセスに具体的な

データを当てはめて得られた結果を推計値、推定

値（estimates）という。以下の文脈において混

同することはないであろう。特に被説明変数につ

いては予測値（fitted value）ということがある）。

yとxはそれぞれyとxの平均である。

b^１＝
Σ（xi－x）（yi－y）
Σ（xi－x）２

＝
Σ（xi－x）yi
Σ（xi－x）２

１．１２）

â＝y－^b１x １．１３）

b^１は共分散と分散の定義からCov（x, y）／V（x）

であり、また相関係数と標準誤差の定義からrxy
sy
sx

であることがわかる。１．１２）式のようにb１がyiの

１次式で表さるとき、線形推定量（linear estima-

tor）という。

得られた推定量から求められる被説明変数の予

測値は次のように定義される。

y^i＝â＋b１̂xi １．１４）

被説明変数の実現値と予測値の差を残差（resid-

ual）といい、

ê i＝yi－ y^i＝yi－â－ b^１xi １．１５）

と定義される。

ま た、１．１０）式 を－Σ（yi－â－b̂１xi）＝０に、

１．１１）式を－Σxi（yi－â－b̂１xi）＝０と変形すると

Σê i＝０ １．１６）

Σxiê i＝０ １．１７）

であることが示される。これから残差の和は０で

あり、また説明変数と残差は直交している（or-

thogonality conditionを充たす）ことが示される。

さらに

Σ^yiê i＝Σ（â＋^b１xi）ê i＝âΣê i＋^b１Σxiê i＝０ １．１８）

となるので予測値と残差も直交することが分かる。

OLSの推計を図で示してみよう。推計によりy^i

＝０．８＋０．７xiという結果が得られたとする。y^iを

示したものが図１．３の回帰直線である。実際に観

察される（yi, xi）の組み合わせは、この回帰直線

に必ずしも当てはまらない。（y１，x１）、（y２，x２）、

（y３，x３）のように少しずれているであろう。

このずれであるê１、ê２、ê３の二乗和を最小にす

るのがOLSである。

またこの線形回帰の経済学的な意味を考えてみ

よう。１．８）式のyi＝a＋b１xi＋eiをxiについて微分

すると（簡便化のためにaを無視する）

∂yi
∂xi
＝b１であるから、xiが１単位増加するとyiは

b１単位増加する。それはyiやxiの具体的な値に関

わらず一定である（限界効果、限界性向は一定で

ある）。

∂yi／yi
∂xi／xi

＝b１（xiyi）にであるから、弾性値はxiとyiの
値よって異なることになる。すなわち弾性値（xi

が１％伸びたときyiは何％伸びるか）は得られた

推定値の他にyiやxiの具体的な値に依存すること

が分かる。

（誤差項の意味）

１．８）式に表れる確率変数である誤差項は、経

済学的モデルと計量経済学を分けるものである。

経済理論は、ある分析目的のために現実の動きを

抽象化している。そもそも企業や家計、政府など

の経済主体の行動を完全に描写することはできな

い。モデルは、直接関心のない事項は捨象して作

られるものである。この捨象された部分の影響が

誤差項として捉えられることになる。

第２に理論と現実のデータとは必ずしも一致し

ないことが上げられる。たとえば恒常所得仮説は、

消費に影響するのは恒常所得であるとする。しか

し我々が観測しうるのは恒常所得と変動所得を併

せた所得であり、両者を完全に分離することは困

難である。この様に経済学の概念と我々が実際に

用いることができるデータの意味とは異なること

１０１ 郵政研究所月報 １９９９．４
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がある。この差も誤差項に反映される。

第３に測定誤差の問題がある。様々な統計集を

見ると誤差脱漏という項目があることに気づかれ

るだろう。我々が手にすることができるデータに

は、この様に真の値と食い違いのあることがある。

例えば経済データの代表であるSNAは諸々の情

報を加工して得られるので、そこにはバイアスが

生じうる（従って速報値と確定値があり、場合に

よっては遡及して修正が行われることになる）。

このギャップも誤差項には反映される。

言い換えれば誤差項は経済モデルと現実の動き

の差を一括して扱うものと言えよう。また誤差項

は確率変数であるから、そこから得られる被説明

変数の推計値もまた確率変数ということになる。

３．２ OLSの標準的仮定

（標準的仮定）

１．８）式をもとにOLSについての標準的な仮定

（standard assumptions, classical assumptions）

についてみることにしたい。

Ａ．１ 誤差項の期待値は０である。

E（ei）＝０ for all i １．１９）

yi＝a＋b１xi＋eiである。仮にE（ei）≠０で、ある値

kを取るとすると、定数項はkだけずれることに

なる。これを排除するための条件である。

Ａ．２ 誤差項の分散は一定である（homoscedas-

ticity）。

Var（ei）＝E（ei２）＝σ２ for all i １．２０）

yiとxiを所与とすると、その差は一定であるこ

とを意味している。

Ａ．３ 誤差項間に系列相関はない（no serialcorre-

lation, serially uncorrelated）

Cov（ei, ej）＝E（eiej）＝０ for all i≠j １．２１）

誤差項が統計的に独立であり、一定のトレンド

や周期を持たないということを仮定している。

Ａ．４ 誤差項は正規分布（normal distibution）

に従う。

正規分布は、期待値をμ、分散をσ２とすると

き密度関数（pdf、φ（x））が

f（x）＝
１

√２πσ２
exp－［０．５（x－μ）２／σ２］１．２２）

で与えられるものである。１．２２）式からμ＝xの

とき最大の値をとり、左右対称の分布となること

が分かる。その中で特に期待値（平均）０、分散

図１．３ OLSの回帰直線

１０２郵政研究所月報 １９９９．４
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１のものを標準正規分布といい、N（０，１）で

表す。

この仮定は統計的推論を行うための仮定である。

A．５ 説明変数はある特定の値をとるものであり、

非確率変数（non－stochastic variable）で

ある５）。この仮定も統計的推論を容易に行

うための仮定である。

（OLSの推定量の性質）

標準的仮定A．１～A．５を全て満足するとき、

OLSの推定量は以下の性質を充たすことが知られ

ている。

１ â , b̂１は不偏推定量（unbiased estimator,

Unbiasedness）である（Ａ．１、Ａ．５より）。

E（b̂１）＝b１ E（â）＝a １．２３）

推定量は平均すれば過大推計でも過小推計

でもないことを意味している。

２ â , b̂１は一致推定量（consistent estimator,

Consistency）である（Ａ．１，Ａ．５より）。

サンプル数nが十分大きくなる（n→∞）

確率極限（probability limits）の意味で、

plim（b̂１）＝b１ plim（â）＝a １．２４）

となる。サンプル数が増加し母集団に近くなれば、

その平均や分散は母集団のものと限りなく近いも

のになるであろう。それは許容される極小の誤差

をεとすると、サンプルが無限になるにつれ

P（｜b̂１－b１｜＜ε）→１ということを意味してい

る。

３ 誤差項の母分散の推定量s２は分散σ２の不偏

推定量である（Ａ．１～Ａ．３、Ａ５より）。

E（s２）＝σ２ １．２５）

である。なおsを方程式の標準誤差（standard er-

ror of regression，SER）という。

４ a，b１は正規分布に従う（Ａ．４、Ａ．５より）。

Ａ４以外の仮定が充たされる時、線形不偏推定

量の中でOLSの推定量の分散は最も小さく、OLS

の推定量は最良線形不偏推定量（Best Linear Un-

biased Estimator, BLUE）であるという。全ての

仮定が充たされている時、不偏推定量の中でOLS

の推定量の分散は最も小さく、推定量は最良不偏

推定量（Best Unbiased Estimator, BUE）である

という。

３．３ 係数の有意性とモデルの当てはまり

（t分布、t検定）

OLSの推定量の性質４から、我々は実際に得ら

れた推定値（パラメータ）の統計的な有意水準を

求めるための方法を導出することができる。それ

は差の検定の考え方を利用するものである。

具体的にはある推定値 b^１がb１と異なるかどう

かをみるものである（例えば記述統計量で得られ

たdisposalの平均値６７３万円が６００万円と異なるか

どうかというケースである）。

この差の検定は（disposalの平均をdisposalと

表すと）

t＝
６７３－６００
sd／√n

sd２＝
Σ（disposali－disposal）２

n－１
１．２６）

sd２は母分散の推定量。表１．１よりsd＝５０３．８、n

＝１２３を代入するとt＝１．６１を得る。このtはt分布

に従うことが知られている。これを用いる検定を

t検定という６）。

OLSの標準的仮定の下で

V（ b^１）＝
σ２

Σ（xi－x）２
V（â）＝

σ２Σxi２

nΣ（xi－x）２
１．２７）

で分散の推定値が得られる。１．２７）式のσ２を直

接観測することはできないが、σ２の推定量s２を用

い

５） 説明変数は少なくとも異なる２個以上の値をとる。そうでなければ１．１２）式を求めることはできない。
６） この例はある記述統計量が報告されているとき、それには平均値、分散（標準偏差）とサンプル数の３種類の情報が含まれてい
ない限り有益な判断を下せないことを意味している。

１０３ 郵政研究所月報 １９９９．４
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V̂（b̂１）＝
s２

Σ（xi－x）２
V̂（â）＝

s２Σxi２

nΣ（xi－x）２
１．２８）

を得ることができる。

この平方根が標準誤差（standard error）であ

る。b̂１の標準誤差をse（b̂１）と表すと

se（b̂１）２＝V̂（b̂１）となり、t＝
b̂１－b̂１
se（b̂１）

が自由度（n－

２）のt分布に従う（２はパラメータの数である。

b１＝０であればt＝b̂１／se（b̂１）となる。）。得られた

推計値が０と異なるかどうか（説明変数が被説明

変数に影響しているかどうか）に、我々は関心を

持つのでそれを検定することが必要である（仮説

の検定については後の章で詳細に説明する）。t分

布は自由度と有意水準（何％の確率で誤るか）が

知られているので、それを見て検定を行えばよい

（例えば自由度１２０、有意水準５％のt値は１．９８０

である）。

（モデル全体の適合度）

モデルが全体として、どの程度被説明変数の動

きを捉えているのか、というモデルの適合度

（goodness of fit）を次に見てみる。実際の被説

明変数の値と推計値、残差の関係は次式で示され

た。

yi＝ŷi＋ê i １．２９）

両辺からyを引き、二乗し和をとると

Σ（yi－y）２＝Σ（ŷi－y＋ê）２

＝Σ（ŷi－y）２＋２Σ（ŷi－y）ê i＋Σê i２

１．３０）

ここでΣê i＝０（残差の和は０）、Σxiê i＝０と

１．１８）式よりΣŷiê i＝０（つまり被説明変数の予

測値と残差は直交する）ので

Σ（ŷi－y）ê i＝Σŷiê i＋yΣê i＝０

を得ることができる。ここから１．３０）式の右辺第

２項は０となり、

Σ（yi－y）２＝Σ（ŷi－y）２＋Σê i２ １．３１）

となる。 すなわちモデル全体の変動（Σ（yi－y）２，

Total Sum of Squares, TSS）はモデルで説明で

きた部分（Σ（yi－y）２，Explained Sum of Squares,

ESSあるいはSSE）とモデルで説明できない部分

（Σê i２，Residual Sum of Squares, RSSあるいは

SSR）に分解される。TSS＝ESS＋RSSが成り立

つ。ここからモデルの適合度の尺度してモデルに

よって説明できた割合である決定係数（Coeffi-

cient of Determination, R２と書くことがある）

R２＝
ESS
TSS
＝１－

RSS
TSS

１．３２）

を算出することができる。定義により、ESS≧０、

TSS≧０、RSS≧０なので，

１≧R２≧０

である。

３．４ Eviewsによる推定例

Eviewsによる新しい変数の作り方や計算方法

をみながら、consump＝f（disposal）の短期のケ

インズ型の消費関数を考え、具体的に消費を所得

と定数項に回帰する例をみてみよう。

データから得られるdisposalは年間の可処分所

得であった。他方でconsumpは月間の消費支出で

あるので、それを１２倍にして年間の消費支出を代

理させよう。そこで年間消費を示す新しい変数を

作る。そのためにseriesで新しい変数を作ること

を指示する必要があるので、新しい変数名を指定

する（ここではyearconsと名付ける）。

series yearcons＝１２＊consump

すなわち、

series 新しい変数名＝演算

とすることで変数が作られる。またEviewsは次

のような算術演算子を用いて計算を行う。

＋加算、－減算、＊乗算、／除算、ˆべき乗、log

（consump）はconsumpの自然対数値、exp（con-

sump）指数値、abs（consump）絶対値を計算す

る。

１０４郵政研究所月報 １９９９．４
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計算の順序は通常の数学の場合と同じである

（カッコが有ればカッコ内の計算を優先する）。

論理演算子として大小関係は＞、＜、＞＝、＜

＝、＝、＜＞（等しくない）で表す。

またand（かつ）、or（または）も用いる。

例えば世帯主年齢が６０歳以上かつ男性を、old-

manという変数にする場合は

series oldman＝age＞＝６０and sex＝１

とする。この条件を充たすものがoldman＝１と

して保存される（条件を充たさないものはoldman

＝０として保存される）。

男性または１千万円超の家計をmanrichとする

と

series manrich＝sex＝１or disposal＞１０００

とする。同様に条件を充たすものがmanrich＝１

（充たさないものはmanrich＝０）として保存さ

れる。

最初にyearconsとdisposalのデータの散布図

（scatter diagram）と推計された回帰直線（fitted

regression line）を図示してみよう。これはデー

タの性質や変数間の関係の直感的な把握には便利

である。これは以下のコマンドで行うことができ

る。

scat（r，p）disposal yearcons

scatは２個以上の変数の散布図を書くことを指

示する。rで回帰直線を併せて表示すること、pで

結果を印刷することを指示している。散布図を書

く変数がdisposalとyearconsであることを指示し

ている。

なおQuick／Group Statistics／Descritive Statis-

tics／Common Sampleでdisposalとyearconsを指

定し、それを実行した後さらにView／Graph／

Scatter／Scatter with Regressionとすることでも

可能である。

結果は図１．４に示す通りである。かなりばらつ

きが大きく、また回帰直線から相当離れた組み合

わせが多く、またyearconsとdisposalとの間に正

の関係があるようなことがうかがわれる７）。

次にOLSのプログラムをみてみよう。

yearconsi＝a＋b１disposali＋ei

を推計するためのコマンドは次の通りである。

equation eq１＿１．ls yearcons c disposal

equationで回帰分析を行うことを指示する。そ

の方程式をeq１＿１と名付けて保存する。．lsで

推計方法をOLSによることを指示する。被説明変

数がyearcons、説明変数が定数項（c、cはEviews

では定数項を指す決まり文句である）とdisposal

であることを指示する。

（Quick／Estimate Equationを選び、Equation

Specificationのダイアログにyearcons c disposal

と回帰式を書き、同じダイアログのEstimation

SettingsからMethod. LSを選ぶことで実行でき

る）

結果は表１．３に掲げるとおりである。

被説明変数がYEARCONSであることやサンプ

ル数が１２３であることが表示されている。

その次に変数（Variable）、パラメータ（Coeffi-

cient）、標準誤差（Std Error）、t値（t–Statistic）

とp値（Prob）が表示される。

aの推計値âは２５３．２４である。b１の推計値b̂１は

０．１６である。したがってdisposalが１単位（この

例で単位は万円であったから１万円）増えると消

費は０．１６（１，６００円）増えることが分かる（つま

り限界消費性向は０．１６である。かなり低いように

見えるが、その問題については注７を参照された

い）。

７） 年間消費を単純に１２倍している。データの月間消費支出はボーナス期の１２月を含んでいない。しかし、このボーナス期の支出は
他の月に比例するというよりは、低所得層ほどより多く支出する傾向がある。一種の非線形となっている。この影響を考慮して
いないことの影響で限界性向や弾性値の値が低くなっていると考えられる。

１０５ 郵政研究所月報 １９９９．４
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また表１．１にあるyearconsとdisposalの平均で

評価した弾性値は、

０．１６＊（６３７．２／３６３．８）＝０．２９６

と計算することができる。すなわちこの例では、

disposalが１％増えると消費は０．２９６％増える。

p値はt値によって判断した場合にその判断が誤

る確率である（たとえばdisposalの係数は０．１６と

なっており、０ではない。そのt値を７．３１とした

とき、本当はdisposalの係数＝０であるという確

率が０．００００であるということを指している。t分

布表の役割を果たすものである。詳しくは後の章

で触れることにする）。

この短期の消費関数を求める例では、定数項に

理論的に期待される符号条件は、a＞０である（人

は所得が０でも、なにがしかの消費をしなければ

生きていけない）。aは２５３であるから、結果はこ

の符号条件を充たしている。yearconsの単位は万

円であったから、このケースでは１世帯の最低消

費額は定数項の推計値である２５３万円と解釈され

る。またt値は１３．４でありp値も０．００００であるから

統計的には１％水準でも有意である（定数項が０

となる確率は１％以下である）。

決定係数（R–squared）、方程式の標準誤差（S.

E. of regression）、残差平方和（Sumsquared

resid）、被説明変数の平均値（Mean dependent

var）とその標準偏差（S.D. dependent var）が

下欄に示されている。R―squaredは０．３であるか

らこのモデルは消費の変動の約３０％捉えているこ

とが分かる。その他の変数の意味については関係

の箇所で後述する。

４ 多重回帰への拡張

モデルは定数項と１の説明変数で記述されるよ

りも、２個以上の説明変数で記述される場合の方

が一般的であろう。

yi＝a＋b１x１i＋b２x２i＋…＋bkxki＋ei １．３３）

モデルが２個以上の説明変数を含むケースを多

重回帰（multiple regression）という。

図１．４ 散分布と回帰直線

１０６郵政研究所月報 １９９９．４
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４．１ 多重回帰の係数の求め方

多重回帰も単純回帰モデルの延長で考えること

ができる。簡単化のために

yi＝a＋b１x１i＋b２x２i＋ei というケースを考える。

残差の二乗和を最小にするために

∂S／∂â＝nâ－Σyi＋Σb̂１x１i＋Σb̂２x２i

＝Σ（â－yi＋b̂１x１i＋b̂２x２i）＝０

∂S／∂b̂１＝Σax１i－Σx１iyi＋Σb̂２x１ix２i＋Σb̂１x１i２

＝Σx１i（â－yi＋b̂１xi＋b̂２x２i）＝０ １．３４）

∂S／∂b̂２＝Σâx２i－Σx２iyi＋Σb̂２x１ix２i＋Σb̂２x２i２

＝Σx２i（â－yi＋b̂１xi＋b̂２x２i）＝０

この連立方程式を正規方程式に書き直すと次のよ

うである。

nâ＋b̂１Σx１i＋Σb̂２Σx２i＝Σyi

b̂１Σ（x１i－x１）２＋b̂２Σ（x１i－x１）（x２i－x２）

＝Σ（x１i－x１）（yi－y） １．３５）

b̂１Σ（x１i－x１）（x２i－x２）＋b̂２Σ（x２i－x２）２

＝Σ（x２i－x１）（yi－y）

ここで

S１１＝Σ（x１i－x１）（x１i－x１）

S２２＝Σ（x２i－x２）（x２i－x２）

S１２＝Σ（x１i－x１）（x２i－x２）

S１y＝Σ（x１i－x１）（yi－y）

S２y＝Σ（x２i－x２）（yi－y）

Syy＝Σ（yi－y）（yi－y）

と置くことにする。パラメータは以下のようにな

る。

â＝ŷ－b̂１x１－b̂２x２

b̂１＝
S２２S１y－S１２S２y
S１１S２２－S１２２

１．３６）

b̂２＝
S１１S２y－S１２S１y
S１１S２２－S１２２

また仮定のA．１～A３、A．５が充たされていれ

ば、得られた推定量は最良線形不偏推定量

（BLUE）、すなわち線形不偏推定量の中で分散

の最も小さい推定量であることが知られている。

４．２ t値、自由度修正済み決定係数

多重回帰の場合でも残差（ê i＝yi－â－b̂１x１i－

b̂２x２i）の期待値はゼロ、説明変数と直交する

Σê i＝０、Σx１iê i＝０、Σx２iê i＝０

の制約が成立している。

誤差項の分散（σ２）不偏推定量はs２＝
Σei２

n－３
であ

る。このときb̂１、b̂２の分散は次式で与えられる。

表１．３ 単純回帰のOLSの推計例

Dependent Variable: YEARCONS

Method: Least Squares

Sample: １１２３

Included observations:１２３

Variable Coefficient Std. Error t–Statistic Prob.

C ２５３．２４２７ １８．８５０３０ １３．４３４４１ ０．００００

DISPOSAL ０．１６４２２７ ０．０２２４５２ ７．３１４７０７ ０．００００

R–squared ０．３０６６１０ Mean dependent var ３６３．８０４９

Adjusted R–squared ０．３００８７９ S.D. dependent var １４９．４０１３

S.E. of regression １２４．９１９６ Akaike info criterion １２．５０９３４

Sum squared resid １８８８１９２． Schwarz criterion １２．５５５０７

Log likelihood －７６７．３２４６ F–statistic ５３．５０４９４

Durbin–Watson stat １．９１７３７８ Prob（F–statistic） ０．００００００

１０７ 郵政研究所月報 １９９９．４
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V（b̂１）＝
σ２S２２
S１１S２２－S１２２

＝
σ２

S１１（１－rx１x２２）

V（b̂２）＝σ２
S１１

S１１S２２－S１２２
＝

σ２

S２２（１－rx１x２２）

ここでrx１x２はx１とx２の相関係数。この分散の推定

量は次で得られる。

V（b̂１）＝s２
S２２

S１１S２２－S１２２
＝

s２

S１１（１－rx１x２２）

V^（b̂２）＝s２
S１１

S１１S２２－S１２２
＝

s２

S２２（１－rx１x２２）
１．３７）

それらの平方根（se（b̂１）、se（b̂２））が標準誤

差である。

共分散は次式による。

Cov（b̂１，b̂２）＝－σ２
S１２

S１１S２２－S１２２
＝

－σ２rx１x２
（１－rx１x２２）√S１１√S２２

１．３８）

各係数のt値は単純回帰の場合と同様に

t＝
b̂i － bi
se（b̂i）

i＝１、２ １．３９）

で与えられる。ただし係数が３個なので自由度は

n－３である（自由度＝サンプル数－パラメター

の数である。定数項を含むモデルの係数がk個で

あるとき、自由度はn－kで与えられる。またこ

のt値は通常bi＝０という前提で計量ソフトで自

動的に計算される。）。

モデル全体の適合度を次に見てみよう。決定係

数は単純回帰の場合と同じくR２＝
ESS
TSS
＝１－

ESS
TSS

で与えられる。しかし追加された説明変数が被説

明変数と無相関でない限り、R２は必ず大きくなる。

標本数＝係数の数、のときR２は１となる。理論的

に何の関係もない変数、例えば消費関数に江戸時

代に死んだ祖先の数を入れてもR２は大きくなる。

しかし、それでは意味がないであろう。またモデ

ルの自由度はサンプル数－パラメターの数である

から、説明変数が増えるほど、モデルの自由度は

低くなる。そうするとパラメータのt値も低くな

り、有意な推定結果が得られなくなる。そこで多

重回帰の場合モデルの適合度としては、説明変数

の数を明示的に考慮した次のような自由度修正済

み決定係数（Adj R２、あるいはR２で表す）を考え

る。

パラメータの数をk個とする。

Adj R２＝１－
Σê i２／（n－k）
Syy／（n－１）

＝１－
Σê i２

Syy
（n－１）
（n－k）

１．４０）

１．３４）式からkが増えるとAdj R２は小さくなる

ことが有り得ることが分かる。決定係数はΣ（yi

－y）２＝Σ（ŷi－y）２＋Σê i２から求められた。R２＝１

－
Σei２

Syy
と変形し、１．３４）式に代入すると

Adj R２＝１－（１－R２）
n－１
n－k

となる。これからR２

＜
k－１
n－１

のときAdjR２は負となることが分かる。

これも説明変数をいたずらに増やすことが好まし

くないことを示す一つの例である。AdjR２がとり

うる範囲は１≧AdjR２となる。

４．３ 変数をコントロールすることの意味

家計の消費を考えるとき、それは所得の影響を

受けるのみならず世帯人員の影響も受けるであろ

う。世帯人員の影響を明示的に考慮すると、消費

は所得と世帯人員の関数となる（我々の例では

consump＝f（disposal、number）である）。言い

換えればある変数（世帯人員）を説明変数として

加えることは、世帯人員の被説明変数である消費

に対する影響を所与として、所得の消費に対する

影響を取り出してみることである。

このことは説明変数を追加すれば（例えば金融

資産）その変数（及び世帯人員）の消費に対する

影響もコントロールした後での、所得の効果をみ

ることになるので、所得のパラメータが変化する

１０８郵政研究所月報 １９９９．４
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ことを意味している。このことはモデルの定式化

に当たり必要な変数を含み、他方では不必要な変

数を加えないようにすることが重要であることを

示唆している（必要な変数を落とすことをomitted

variable、不必要な変数を含むことをredundant

variableの問題という。これについては後の章で

詳細に検討する）。

実際にEviewsで推計し、パラメータがどのよ

うに変化するかをみてみよう。まず世帯人員を説

明変数に加え、次に消費に対する資産効果をみる

ために金融資産を加えてみる。すなわち次の２つ

のモデルを考えてみる。

yearconsi＝a＋b１disposali＋b２numberi＋ei

yearconsi＝a＋b１disposali＋b２numberi＋b３mon-

eyi＋ei

このモデルを推計するためのEviewsのコマンド

は次の通りである。

equation eq１＿２.ls yearcons c disposal

number

equation eq１＿３.ls yearcons c disposal

number money

（なおプログラムでは方程式の名前をeq１＿２、

eq１＿３としている）

結果は表１．４に掲げる通りである。

equation１＿２でnumberをコントロールすると

disposalのb１の推定値は０．１４となっている（これ

が限界性向を示していることは単純回帰の場合と

同様である）。単純回帰ではこの推定値は０．１６で

あったから、先の値はnumberを考慮しなかった

ので高めに出ていたことが分かる。なおAdjR２は

０．３６である。

さらにmoneyをコントロールするとdisposalの

b１の推定値は０．１２となっている。ところでmoney

のt値は１．７１であり、p値は０．０９である。このp値

からmoneyの係数を０と仮定した場合、money

のb３の推定値の絶対値が０．１２より大きくなる確率

が９％となっている。

なお回帰分析の結果は論文などでは通常以下の

ように表記することが多い。

yearconsi＝１７９．２８
（６．７６）

＋０．１２３
（４．９６）

disposali

表１．４．１ 多重回帰の例（説明変数が２個）

Dependent Variable: YEARCONS

Method: Least Squares

Sample: １１２３

Included observations:１２３

Variable Coefficient Std. Error t–Statistic Prob.

C １８６．２３０５ ２６．３９５６４ ７．０５５３５０ ０．００００

DISPOSAL ０．１４２１６０ ０．０２２４０５ ６．３４４９５３ ０．００００

NUMBER ２６．７１０４５ ７．６７９９２６ ３．４７７９５７ ０．０００７

R–squared ０．３７０１０４ Mean dependent var ３６３．８０４９

Adjusted R–squared ０．３５９６０６ S.D. dependent var １４９．４０１３

S.E. of regression １１９．５５７８ Akaike info criterion １２．４２９５７

Sum squared resid １７１５２８９． Schwarz criterion １２．４９８１５

Log likelihood －７６１．４１８２ F–statistic ３５．２５３８７

Durbin–Watson stat １．８６２５３７ Prob（F–statistic） ０．００００００

１０９ 郵政研究所月報 １９９９．４

立石送りｂ／Ａ２１２４Ｂ  1999.03.31 17.30.06  Page 17 



＋２８．３６２
（３．６９）

numberi＋０．００９
（１．７１）

moneyi＋vi

AdjR２＝０．３７０ SER＝１１８．６１

研究者によってはAdjR２に替えてR２を提示する

人もいる。またカッコ内はt値に替えて標準誤差

を書くこともある。最後にviが加えられているの

は理論モデルによってyearconsの変動を完璧には

説明していないことを強調するためである（ただ

し省略されることもある）。
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我が国の計量経済学の代表的なテキストの一つである。

１―４は国際的にも評価の高い上級レベルの教科書を行列を使わない形で分かりやすく書き直された

ものである。事例が豊富であり、実践にも役立つ。

１―５は大学院の初級クラス、学部の上級クラスを対象にしている。統計学の知識は前提とされてい

るが、（行列は原則として使用されていないので）上級へのステップとして有益な教科書である。

１―６は数式の使用を最小限にし、叙述主体で書かれたものである。辞書的に使うのに有益である。

Eviewsのマニュアル（ソフトに添付されている）Eviews Unser’s Guide

Eviews Command Programming Reference
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